
建築物の解体現場における現状
と課題等について

 社団法人 日本建設業連合会



建物建設～解体まで
（周辺環境への石綿飛散防止）
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平成１７年８月から吹付石綿使用状況調査が行われた、民間建築物 昭和３１年～平成元年 延床面積 1000ｍ2以上 ｛500ｍ2以
上（一部都道府県）｝木造以外 吹付けアスベスト、アスベスト含有吹き付けロックウール 調査部署建設部住宅局指導課



周辺環境への石綿粉じん飛散

◇．使用中の建築物における

石綿粉じんの飛散

・吹付け石綿・石綿含有吹付けロックウール・煙突

◇．建築物等の解体等の作業における

石綿粉じんの飛散
・レベル１，２，３の除去、

封じ込め・囲い込み、その他の作業

◇.建築物以外

・工作物、土木、トンネル、埋め立て廃棄物、廃止

されたアスベスト鉱山
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１．立入権限の強化について

→有効な立入検査をする必要がある。

①特定粉じん排出等作業届出の作業場

事業主が自主的な検査が行われていることが前提となる、そ
の検査記録を確認のうえ状況から石綿飛散の可能性がある場合
に立入る。→次ページ

②特定粉じん排出等作業届出のない作業場

・解体等の特定建築材料「おそれ」のある工事と立入方法→

• 事前調査の義務付けについて

大気汚染防止法の事前調査の義務付けは他の規定（石綿
則、建設リサイクル法）があり同じ調査内容の規定であ
れば不要（連携し記録の共有）



①特定粉じん排出等作業届出の作業場

出典：北海道アスベスト対策ハンドブック平成２１年１０月

石綿の飛散の可能性

測定結果飛散の有無

現場作業中止の指示

測定（リアルタイム
測定法と公定法）

是正作業

工事再開

現場作業立入

公定法：サンプリング方法等議論が必要



②特定粉じん排出等作業届出のない作業場

出典：北海道アスベスト対策ハンドブック平成２１年１０月

解体、改
修工事

分析により含有
あり

現場作業中止の指示

建材のサンプリング
目視調査

送検等法的措置

工事再開

特定建築材料
使用のおそれ

特定建築材料有無？

現場作業立入

結果報告

サンプリング権限

立入権限

作業停止命令権限

工事停止命令権限

※専門家 立入同行

※専門家：資格 検討



２．敷地境界等における大気濃度測
定の義務化

 大気濃度測定についての規定が必要

 ：解体改修工事で大気濃度測定は各自治体
によって様々な測定位置

◦ 全国一律とする方法

◦ 地方特殊性ある場合：地域の上乗せ基準

 解体、改修 規模、立地条件により大気濃
度測定方法、回数、測定位置を設定

・測定結果の評価について



３．大気濃度測定に係る試料採取及
び分析について

 測定及び分析事業者の登録制度 必要

 元請が解体工事と大気濃度測定を分離
発注することが必要です。→現状も行
われている。

 第三者による精度管理が必要。

 試料の保存義務及び試料の提出を求め
る権限が必要→試料の保存部署

 大気濃度測定の結果を報告する義務化
は条件付き賛成→：守秘義務



完了報告書

 計画書内容通り施工飛散状況報告
 不具合の可能性：条例、要綱等の報告は測定結
果報告→利害関係者や悪意をもった人により情
報開示を受け公表により不動産価値の低下や事
業活動の悪影響を受ける、（風評により顧客の
離れ、資産価値の低下）

 除去、封じ込め、囲い込み、検査済証、

検査する組織、人員の確保 教育 関係官庁と連携が必要



４．発注者による配慮について

 発注者に責務を強め、適正価格の支払い
を求めることは必要そのため、届出を発
注者に義務付けは？ →現状元請が届出
◦ 建設リ法は発注者、土対策法は、土地所有者
が届出者

 建設業としての考え、意見

 責務：「注文者」石綿則での規定がある
（第9条）大気汚染防止法18条19 配慮
 大防法で新規に規定するまでもない



５．法令の徹底と透明性の確保
について

 パンフレット配布、合同パトロール、講
習会、教育等

 石綿対策工事 情報提供

 繰り返し法違反業者、不適格業者の公表

 登録業者制の検討→教育機関



６．特定建築材料以外の石綿含有建
材を除去するときの石綿飛散防止対
策について
〇廃棄物の分別適正処理規制の強化は他の省庁との
調整し共同で対策が必要。

〇レベル３の解体改修工事の「石綿飛散」状況調査
により、石綿飛散状況やその原因を探り作業基準の
規定に含めることが必要。

〇石綿含有建材有無の届出と計画書届について
◦ 届出、計画書について審査指導をどこまでする。

◦ （技術的な基準が必要、内容、範囲、規模等）

〇レベル３の建材の有無のお知らせ看板表示を徹底
看板表示が不足している場合は是正指導等が必要。



レベル１ レベル２ レベル３ 石綿な し

大防法 法 法 指導 法 指導

石綿則 指導 指導 指導 指導

掲示

(近隣・

作業員
向け)
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準備作業における 掲示（案）



7.その他第三者が管理すること
アスベスト除去後の完成検査

 環境省（大気汚染防止法）の範囲だけの
完成検査：他の省庁との連携が必要

 事業主責任

◦ 計画、実施、完成検査終了報告



 ・使用中の煙突

 ・安定型、管理型 最終処分場

 ・不法な埋め立て石綿廃棄物

 ・使用中の劣化した配管保温材

 ・道路や橋脚に使用された石綿建材

 ・廃止になったアスベスト鉱山

 ・トンネル掘削の石綿含有鉱石置き場

規制外で飛散対策が必要と思わ
れる



提案
（1）技術の開発

・すぐ判定できる⇒建材に石綿含有の有無測定方法

・空気中石綿粉じん漏えいの有無モニタリング方法
（隔離空間の確保、前室、集じん・排気装置）

（2）優良ビルヂング登録表示制度→ 石綿適マーク

吹付けロックウール等の露出部分の石綿含有の有
無表示

（3）レベル３の解体等の作業場を石綿建材使用のおそ
れ及び工事方法による大気粉じん濃度測定を含む実態
調査

（4）補助金事業や公共団体発注工事の石綿対策工事と
環境濃度測定の発注者直接契約；分離発注の試行

（5）長期、継続的な石綿対策工事技術者の教育


